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議案第９５号 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 西教総工第８号小松小学校施設長寿命化事業の内建築主体工事について、次のとお

り請負契約を締結するため、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（平成１６年西条市条例第４８号）第２条の規定により、議会の議決

を求める。 

 

  令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 契約の目的  
  西教総工第８号 

小松小学校施設長寿命化事業の内 建築主体工事  
 
２ 契約の方法  
  一般競争入札  
 
３ 契約の金額  
  ６６６，６００，０００円  
 
４ 契約の相手方  

愛媛県西条市三津屋１９０番地１ 

安藤工業株式会社 

代表取締役社長 安 藤 善 太 
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提案理由 

 西教総工第８号小松小学校施設長寿命化事業の内建築主体工事請負契約の締結につ

いて、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条

の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

（議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１

項第５号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５

，０００万円以上の工事又は製造の請負とする。 
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議案第９６号 

 

西条市総合体育館等の指定管理者の指定について 

 

西条市総合体育館等の指定管理者を次のように指定する。 

 

  令和５年１１月２８日提出 

 

                       西条市長  玉 井 敏 久    
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施設の名称 指定管理者となる団体 指定の期間 

西条市総合体育館 

西条市ひうち１番地３ 

西条市スポーツ協会グループ 

代表者 

公益財団法人西条市スポーツ

協会 

会長 田邊 重義 

令和６年４月１日から 

令和９年３月３１日まで 

西条市ひうち体育館 

西条市ひうち球場 

西条市ひうち陸上競技

場 

西条市西条運動公園総

合プール 

西条市東予運動公園野

球場 

ビバ・スポルティアＳ

ＡＩＪＯ 

西条市東予運動公園多

目的広場 

西条市東予運動公園球

技場 

西条市東予運動公園テ

ニスコート 

西条市東予運動公園海

浜広場 

西条市東予運動公園プ

ール 

西条市西条市民公園テ

ニスコート 

西条市西条市民公園多

目的広場 

西条市東予体育館 

西条市丹原Ｂ＆Ｇ海洋

センター 
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提案理由 

西条市総合体育館等の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ （略） 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普

通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ （略） 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ （略）    
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議案第９７号 

 

   愛媛県市町総合事務組合規約の変更について 

 

 令和６年３月３１日をもって愛媛県市町総合事務組合の構成団体である大洲市を、

日本国内で交通事故により災害を受けた構成団体の住民又はその遺族の生活の共済に

関する共同処理事務構成団体から脱退させるため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２８６条第１項の規定により、愛媛県市町総合事務組合規約を次のとおり変

更する。 

 

  令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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   愛媛県市町総合事務組合規約の一部を改正する規約 

 愛媛県市町総合事務組合規約（平成１７年４月１日愛媛県指令１７市第９号許可）

の一部を次のように改正する。 

 別表第２第４項の構成団体の欄中「大洲市」を削る。 

   附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。 
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提案理由 

愛媛県市町総合事務組合規約の一部変更について、地方自治法第２９０条の規定に

より、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（以下この節において 

「構成団体」という。）の数を増減し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一

部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議によりこれ

を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっては都

道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、第２８７条第１項第１号、第

４号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとすると

きは、この限りでない。 

２ （略） 

（議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（第２８６条の２第２項の規定によりそ

の例によることとされる場合（同項の規定による規約の変更が第２８７条第１項第

２号に掲げる事項のみに係るものである場合を除く。）を含む。）及び前２条の協議

については、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第９８号 

 

   愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に伴う財産 

処分について 

 

 令和６年３月３１日をもって愛媛県市町総合事務組合の構成団体である大洲市が、

日本国内で交通事故により災害を受けた構成団体の住民又はその遺族の生活の共済に

関する共同処理事務構成団体から脱退することに伴う地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２８９条の規定による愛媛県市町総合事務組合の財産処分について、次の

とおり関係組合市町と協議のうえ定めるものとする。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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   愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に伴う財産 

処分について 

 

 日本国内で交通事故により災害を受けた構成団体の住民又はその遺族の生活の共済 

に関する共同処理に係る大洲市の一切の財産については、令和６年４月１日において、

愛媛県市町総合事務組合に帰属させるものとする。 
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提案理由 

愛媛県市町総合事務組合の共同処理事務構成団体からの脱退に伴う財産処分につ

いて、地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（以下この節において 

「構成団体」という。）の数を増減し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一

部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議によりこれ

を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっては都

道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、第２８７条第１項第１号、第

４号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとすると

きは、この限りでない。 

２ （略） 

（財産処分） 

第２８９条 第２８６条、第２８６条の２又は前条の場合において、財産処分を必要

とするときは、関係地方公共団体の協議によりこれを定める。 

（議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（第２８６条の２第２項の規定によりそ

の例によることとされる場合（同項の規定による規約の変更が第２８７条第１項第

２号に掲げる事項のみに係るものである場合を除く。）を含む。）及び前２条の協議

については、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第９９号 

 

西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

西条市国民健康保険税条例（平成１６年西条市条例第５３号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯

に地方税法施行令第５６条の８９第４

項に規定する出産被保険者（以下「出

産被保険者」という。）が属する場合

における当該納税義務者に対して課す

る所得割額及び被保険者均等割額（第

１項に規定する金額を減額するものと

した場合にあっては、その減額後の被

保険者均等割額）は、当該所得割額及

び被保険者均等割額から、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額を減額して得た額とする。 

 

(1) 国民健康保険の出産被保険者に係

る基礎課税額の所得割額 当該出産

被保険者につき第３条の規定により

算定した所得割額の１２分の１の額

に、当該出産被保険者の出産の予定

日（地方税法施行規則第２４条の３

０の５に定める場合には、出産の

日。以下同じ。）の属する月（以下

「出産予定月」という。）の前月

（多胎妊娠の場合には、３月前）か

ら出産予定月の翌々月までの期間

（以下「産前産後期間」という。）

のうち当該年度に属する月数を乗じ
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て得た額 

(2) 国民健康保険の出産被保険者に係

る基礎課税額の被保険者均等割額 

当該出産被保険者につき第５条の規

定により算定した被保険者均等割額

（第１項に規定する金額を減額する

ものとした場合にあっては、その減

額後の被保険者均等割額）の１２分

の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する

月数を乗じて得た額 

 

(3) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第６

条の規定により算定した所得割額の

１２分の１の額に、当該出産被保険

者の産前産後期間のうち当該年度に

属する月数を乗じて得た額 

 

(4) 国民健康保険の出産被保険者に係

る後期高齢者支援金等課税額の被保

険者均等割額 当該出産被保険者に

つき第７条の２の規定により算定し

た被保険者均等割額（第１項に規定

する金額を減額するものとした場合

にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）の１２分の１の額に、当

該出産被保険者の産前産後期間のう

ち当該年度に属する月数を乗じて得

た額 

 

(5) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の所得割額 当

該出産被保険者につき第８条の規定

により算定した所得割額の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前

産後期間のうち当該年度に属する月
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数を乗じて得た額 

(6) 国民健康保険の出産被保険者に係

る介護納付金課税額の被保険者均等

割額 当該出産被保険者につき第９

条の２の規定により算定した被保険

者均等割額（第１項に規定する金額

を減額するものとした場合にあって

は、その減額後の被保険者均等割額

）の１２分の１の額に、当該出産被

保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

 

第２４条の２ （略） 第２４条の２ （略） 

（出産被保険者に係る届出）  

第２４条の３ 国民健康保険税の納税義

務者は、出産被保険者が世帯に属する

場合には、次に掲げる事項を記載した

届書を市長に提出しなければならな

い。 

 

(1) 納税義務者の氏名、住所、生年月

日及び個人番号（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法

律第２７号）第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。以下同じ。） 

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年

月日及び個人番号 

(3) 出産の予定日 

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

(5) その他市長が必要と認める事項 

 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納

税義務者は、次に掲げる書類を添えな

ければならない。 

 

(1) 出産の予定日を明らかにすること

ができる書類 

(2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明
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らかにすることができる書類 

(3) 出産後に前項に規定する届出を行

う場合には、出産した被保険者と当

該出産に係る子との身分関係を明ら

かにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被

保険者の出産の予定日の６月前から行

うことができる。 

 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長

が、当該出産被保険者について同項各

号に掲げる事項及び第２項各号に掲げ

る書類において明らかにすべき事項を

確認することができる場合は、第１項

の規定による届出を省略させることが

できる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の西条市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の国

民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年

度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令

和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税につ

いては、なお従前の例による。 
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提案理由 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を

改正する法律（令和５年法律第３１号）等の一部が施行されることに伴い、所要の条

例改正を行おうとするものである。 
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議案第１００号 

 

西条市適応指導教室設置条例の一部を改正する条例について 

 

西条市適応指導教室設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市適応指導教室設置条例の一部を改正する条例 

西条市適応指導教室設置条例（平成２９年西条市条例第１５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

西条市教育支援教室設置条

例 

西条市適応指導教室設置条

例 

（設置） （設置） 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第３０条の規定に基づき、次のと

おり西条市教育支援教室を設置する。 

名称 位置 

西条市教育支援教

室いしづち 

（略） 

西条市教育支援教

室ひうち 

（略） 

 

第１条 地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第３０条の規定に基づき、次のと

おり西条市適応指導教室を設置する。 

名称 位置 

西条市適応指導教

室いしづち 

（略） 

西条市適応指導教

室ひうち 

（略） 

 

（事業） （事業） 

第２条 西条市教育支援教室（以下「教

育支援教室」という。）は、不登校児

童及び生徒の社会的自立及び学校復帰

 を支援するため、次に掲げる事業を

行う。 

第２条 西条市適応指導教室（以下「適

応指導教室」という。）は、不登校児

童及び生徒の学校生活への適応及び復

帰を支援するため、次に掲げる事業を

行う。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

（職員） （職員） 

第３条 教育支援教室に、教室長その他

必要な職員を置くことができる。 

第３条 適応指導教室に、教室長その他

必要な職員を置くことができる。 

（委任） （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、

教育支援教室に関し必要な事項は、教

育委員会が別に定める。 

第４条 この条例に定めるもののほか、

適応指導教室に関し必要な事項は、教

育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 
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１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

２ 入室の申込みその他必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うこ

とができる。 
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提案理由 

適応指導教室の名称を変更するため、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第１０１号 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例  
西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年西条市条例第１９号）の一部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の

各号に掲げる施設の区分に応じて、そ

れぞれ当該各号に定めるものに基づ

き、小学校就学前子どもの心身の状況

等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の

各号に掲げる施設の区分に応じて、そ

れぞれ当該各号に定めるものに基づ

き、小学校就学前子どもの心身の状況

等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 認定こども園（認定こども園法第

３条第１項又は第３項の認定を受け

た施設及び同条第１０項の規定によ

る公示がされたものに限る。） 次

号及び第４号に掲げる事項 

(2) 認定こども園（認定こども園法第

３条第１項又は第３項の認定を受け

た施設及び同条第１１項の規定によ

る公示がされたものに限る。） 次

号及び第４号に掲げる事項 

(3)、(4) （略） (3)、(4) （略） 

２ (略) 

（特定利用保育の基準） 

第３５条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費（法第２８条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場

２ (略) 

（特定利用保育の基準） 

第３５条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費（法第２８条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場
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合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。

）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に

限る。以下この項において同じ。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「同号又は同条第２号

 に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」と 

                 

                 

                 

                

 、第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第２８条第２項第２号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中

「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用保育を受ける者を除く。）」と、

同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども（特別利用保育を受ける者を

含む。）」とする。 

合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。

）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に

限る。以下この項において同じ。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「同条第１号又は第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」と、

「同号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数」とあるの

は「同条第２号に掲げる小学校就学前

子どもの区分に係る利用定員の総数」

と、第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第２８条第２項第２号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中

「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用保育を受ける者を除く。）」と、

同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認

定子ども（特別利用保育を受ける者を

含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 （略） 第３６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費を、それぞれ含むものとして、前

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費を、それぞれ含むものとして、前
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節（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合

において、第６条第２項中「特定教育

・保育施設（認定こども園又は幼稚園

に限る。以下この項において同じ。）」

とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用教育を提供している施設に限

る。以下この項において同じ。）」と、

「利用の申込みに係る法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの総数」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」と、「同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数」とあるのは「同条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第１３条

第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条

第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受

ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とす

る。 

節（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合

において、第６条第２項中     

                 

                 

                 

                 

                 

「利用の申込みに係る法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの総数」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」と       

                 

                 

                 

            、第１３条

第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条

第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受

ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とす

る。 

附 則  
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この条例は、公布の日から施行する。  
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提案理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設

等の運営に関する基準及び子ども・子育て支援法施行規則の一部を改正する内閣府令

（令和５年内閣府令第６７号）が施行されたことに伴い、所要の条例改正を行おうと

するものである。 
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議案第１０２号 

 

西条市下水道条例及び西条市公共下水道事業受益者負担に関する条例の

一部を改正する条例について 

 

西条市下水道条例及び西条市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改

正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市下水道条例及び西条市公共下水道事業受益者負担に関する条例の

一部を改正する条例  
（西条市下水道条例の一部改正）  

第１条 西条市下水道条例（平成１６年西条市条例第１８４号）の一部を次のように

改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（量水器の保管及び使用料） （量水器の保管及び使用料） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

４ 使用日数が１月に満たないときの使

用料については、第１６条第２項の規

定を準用する。 

４ 使用日数が１月に満たないときの使

用料については、第１６条第３項の規

定を準用する。 

別表第１（第１６条関係） 別表第１（第１６条関係） 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 西ひうち地区  

種別 使用料（１m３につき） 

一般汚水 １５５円
 

 

備考 （略） 備考 （略） 

（西条市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正）  
第２条 西条市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１６年西条市条例第１

８６号）の一部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（各受益者の負担金の額） （各受益者の負担金の額） 

第４条 受益者が負担する負担金の額

は、当該受益者が次条の公告の日現在

において所有し、又は地上権等を有す

る土地で、同条の規定により公告され

た区域内のものの面積に対し、次の表

の左欄に掲げる事業ごとにそれぞれ右

第４条 受益者が負担する負担金の額

は、当該受益者が次条の公告の日現在

において所有し、又は地上権等を有す

る土地で、同条の規定により公告され

た区域内のものの面積に対し、次の表

の左欄に掲げる事業ごとにそれぞれ右
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欄に掲げる額を乗じて得た額とする。 欄に掲げる額を乗じて得た額とする。 

負担区名称 単位負担金額 

        

     

西条第１負担区 ２２４円

（１平方メートル

当たり）

東予・丹原第１負担

区 

３００円

（１平方メートル

当たり）

東予・丹原第２負担

区 

３００円

（１平方メートル

当たり）

東予・丹原第３負担

区 

３００円

（１平方メートル

当たり）

西ひうち第１負担区 １，０００円

（３.３平方メー

トル当たり）
 

負担区名称 単位負担金額 

（１平方メートル

当たり） 

西条第１負担区 ２２４円

        

    

東予・丹原第１負担

区 

３００円

        

    

東予・丹原第２負担

区 

３００円

        

    

東予・丹原第３負担

区 

３００円

        

    
 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（西条市西ひうち下水道条例及び西条市西ひうち下水道事業分担金徴収条例の廃

止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 西条市西ひうち下水道条例（平成１６年西条市条例第１８８号） 

(2) 西条市西ひうち下水道事業分担金徴収条例（平成１６年西条市条例第１８９

号） 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際西条市特別会計条例（平成１６年西条市条例第５０号）の規

定に基づく西条市ひうち地域振興整備事業特別会計に属する西条市西ひうち下水

道に係る剰余金、債権、債務及び財産は、西条市公共下水道事業会計に帰属する

ものとする。 

４ この条例の施行の日前に、附則第２項の規定による廃止前の西条市西ひうち下水

道条例及び西条市西ひうち下水道事業分担金徴収条例の規定によりなされた処分、



36 

手続その他の行為は、この条例による改正後の西条市下水道条例及び西条市公共

下水道事業受益者負担に関する条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

５ この条例の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 
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提案理由 

西条市西ひうち下水道を西条市公共下水道事業に統合するため、所要の条例改正

を行おうとするものである。 
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議案第１０３号 

 

西条市港湾施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例について 

 

西条市港湾施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市港湾施設設置及び管理条例等の一部を改正する条例  
（西条市港湾施設設置及び管理条例の一部改正）  

第１条 西条市港湾施設設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第１９７号）の一

部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 西条市が東予港（西条地区及び

壬生川地区）に設置する施設は、次の

とおりとする。 

第２条 西条市が東予港（西条地区及び

壬生川地区）に設置する施設は、次の

とおりとする。 

施設の名称 位置 面積 

 

 

 

  

（略）   
 

施設の名称 位置 面積 

西条市１号

上屋 

西条市壬生川

１１０９番地

２ 

１ ， ４ ４ ５

平 方 メ ー ト

ル 

（略）   
 

（使用料） （使用料） 

第１１条 施設の使用料は、次のとおり

とする。 

第１１条 施設の使用料は、次のとおり

とする。 

施設名 単位 使用料 

  

 

 

 

（略）  
 

施設名 単位 使用料 

上屋 長期使用１月１平

方メートルにつき 

３１０円

一時使用１日１平

方メートルにつき 

１３円

（略）  
 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（西条市特別会計条例の一部改正）  
第２条 西条市特別会計条例（平成１６年西条市条例第５０号）の一部を次のように

改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 
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第１条 地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２０９条第２項の規定に基

づき、次の各号に掲げる特別会計を当

該各号に定める目的のため設置する。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２０９条第２項の規定に基

づき、次の各号に掲げる特別会計を当

該各号に定める目的のため設置する。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

 (3) 港湾上屋事業特別会計 港湾上屋

事業 

(3) （略） (4) （略） 

(4) （略） (5) （略） 

(5) （略） (6) （略） 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

(9)  （略） (10) （略） 

（西条市港湾上屋事業整備基金条例の一部改正）  
第３条 西条市港湾上屋事業整備基金条例（平成１６年西条市条例第７３号）の一部

を次のように改正する。 
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

西条市港湾施設整備基金条

例 

西条市港湾上屋事業整備基

金条例 

（設置） （設置） 

第１条 東予港（壬生川及び中央地区）

における港湾施設の新設及び改修に資

するため、西条市港湾施設整備基金 

 （以下「基金」という。）を設置す

る。 

第１条 東予港（壬生川及び中央地区）

における港湾施設の新設及び改修に資

するため、西条市港湾上屋事業整備基

金（以下「基金」という。）を設置す

る。 

（積立て） （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、西

条市一般会計歳入歳出予算     

 （以下「予算」という。）に定める

ところによる。 

第２条 基金として積み立てる額は、西

条市港湾上屋事業特別会計歳入歳出予

算（以下「予算」という。）に定める

ところによる。 
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（処分） （処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する基金

の設置の目的を達成するために必要な

経費の財源に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。ただし、災

害により改修が必要となった場合又は

市長が特に必要があると認める場合

は、同条に規定する港湾施設以外の港

湾施設の改修に充てるため、基金を処

分することができる。 

第６条 基金は、第１条に規定する基金

の設置の目的を達成するために必要な

経費の財源に充てる場合に限り、これ

を処分することができる。 

附 則  
（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
（経過措置）  

２ 西条市港湾上屋事業特別会計に係る令和５年度の出納整理及び決算の事務につい

ては、第２条の規定による改正後の西条市特別会計条例の規定にかかわらず、な

お従前の例による。  
３ この条例の施行の際第２条の規定による改正前の西条市特別会計条例の規定に基

づく西条市港湾上屋事業特別会計に属する剰余金、債権、債務及び財産は、西条

市一般会計に帰属するものとする。  
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提案理由 

令和５年度末をもって、西条市１号上屋の用途を廃止するため、所要の条例改正

を行おうとするものである。 
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議案第１０４号 

 

西条市消防団条例の一部を改正する条例について 

 

西条市消防団条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市消防団条例の一部を改正する条例  
西条市消防団条例（平成１６年西条市条例第２０７号）の一部を次のように改正

する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（定員） （定員） 

第４条 団員の定数は、１，６７３人と

する。 

第４条 団員の定数は、１，７４８人と

する。 

附 則  
この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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提案理由 

西条市消防団における消防団員定数の適正化を図るため、所要の条例改正を行お

うとするものである。 

 

関係法令 

消防組織法（昭和２２年法律第２２６号） 

（消防団員） 

第１９条 消防団に消防団員を置く。 

２ 消防団員の定員は、条例で定める。 
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49 

議案第１０５号 

 

西条市丹原ふるさと歴史館設置及び管理条例を廃止する条例について 

 

西条市丹原ふるさと歴史館設置及び管理条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市丹原ふるさと歴史館設置及び管理条例を廃止する条例 

西条市丹原ふるさと歴史館設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第９７号）

は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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提案理由 

令和５年度末をもって、西条市丹原ふるさと歴史館の運営を終了することに伴い、

条例を廃止しようとするものである。 
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報告第２１号 

 

市道東ひうち１号線の道路の段差による物損事故に伴う和解及び損害賠 

償の額の決定の専決処分について 

 

 市道東ひうち１号線の道路の段差による物損事故に伴い、次のとおり和解すること

及び損害賠償の額を決定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

よりこれを報告する。 

 

  令和５年１１月２８日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   



54 

専決第９号 

 

   専決処分書 

 

 市道東ひうち１号線の道路の段差による物損事故に伴う和解及び損害賠償の額の決

定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、

次のとおり専決処分する。 

 

  令和５年１０月１３日 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 和解の相手方 

省略 

 

２ 和解の内容 

(1) 相手方の車両の物損に対する修繕料を、道路賠償責任保険から支払われる損害

賠償金の範囲内で相手方に支払う。 

(2) 損害賠償の額 

車両の損害に係る額 金２７，３７７円 

(3) 本件示談のほか、双方の間には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

(4) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。 
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提案理由 

 市道東ひうち１号線の道路の段差による物損事故について、相手方と示談による

解決を図るため専決処分したので、これを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にするこ

とができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会

に報告しなければならない。 


